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円円

合計

円円円円

△ 382,589,093

△ 607,007,837
うち仮払消費税及び地方消費税
                         　3,839,887
うち628,378,628は現金を伴わない
支出（災害による除却分の資産減
耗費）

うち仮払消費税及び地方消費税

円

うち392,528,085は現金を伴わない収入
（災害による除却分の長期前受金戻入）

予算額

税込決算額

地方公営
企業法第
２６条第２
項の規定

による
繰越額

不用額備考

うち仮受消費税及び地方消費税             　841 △ 33,175,174

円

うち仮受消費税及び地方消費税　　158,650,878

備考
合計

円

　　　下水道事業決算報告書

予算額

税込決算額
予算額に
比べ決算
額の増減

収入

支出

当初
予算額

補正
予算額

予備費
支出額

流用
増減額

円 円 円 円

第1款
下水道事業
費用

△ 163,438,000

  第1項
  営業費用

△ 224,250,000

  第2項
  営業外費用

△ 3,351,000

  第3項
  特別損失

  第4項
  予備費

地方公営
企業法第
２６条第２
項の規定

による
繰越額

円 円 円

区分

予算額

地方公営
企業法第
２４条第
３項の規
定による
支出額

小計

第1項  営業収益

第3項  特別利益

第2項  営業外収益 △ 58,943,000

△ 22,805,000

第1款   下水道事業収益 △ 81,747,000

当初予算額 補正予算額

地方公営企業法
第２４条第３項の

規定による
支出額に係る
財源充当額

合計

円 円 円 円

令和元年度佐久市

（１）収益的収入及び支出

区分

予算額
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円 円

合計

円 円 円 円

△ 382,589,093

△ 607,007,837
うち仮払消費税及び地方消費税
                         　3,839,887
うち628,378,628は現金を伴わない
支出（災害による除却分の資産減
耗費）

うち仮払消費税及び地方消費税

円

うち392,528,085は現金を伴わない収入
（災害による除却分の長期前受金戻入）

予算額

税込決算額

地方公営
企業法第
２６条第２
項の規定

による
繰越額

不用額 備考

うち仮受消費税及び地方消費税             　841△ 33,175,174

円

うち仮受消費税及び地方消費税　　158,650,878

備考
合計

円

　　　下水道事業決算報告書

予算額

税込決算額
予算額に
比べ決算
額の増減
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収入

当初予算額

円

支出

当初
予算額

補正
予算額

流用
増減額

地方公営
企業法

第２６条の
規定による

繰越額

円 円 円 円 円 円

第1款
資本的支出

  第1項
  建設改良費

  第2項
  企業債
  償還金

△ 10,032,000

  第3項
  基金積立金

円

（２）資本的収入及び支出

区分

予算額

補正予算額 小計

地方公営企業法
第２６条の
規定による

繰越額に係る
財源充当額

円 円

第1項  企業債

第1款   資本的収入

第2項  国庫補助金

第3項  受益者負担金 △ 60,454,000

第4項  他会計出資金

第5項  基金繰入金 △ 1,000

区分

予算額

小計

継続
費逓
次繰
越額

合計

  資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額1,020,755,557円は、減債積立金取崩額300,000,000円、建設改良積立金取崩額50,000,000円、
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継続費逓次
繰越額に係る
財源充当額

合計

円 円 円 円

継続
費逓
次繰
越額

円 円 円 円 円 円 円

予算額に
比べ決算
額の増減

備考

円

予算額

税込決算額

△ 2,408,322,698 予算補正後、災害（令和元年東日本台風）に対する国庫補助金額
及び企業債額が確定したため、予算額とは大幅に差が生じている。

△ 1,565,200,000
1,375,200,000を翌年度繰越
（うち通常分48,000,000、災害分1,327,200,000）
起債前借金　45,300,000

△ 2,383,490

△ 840,739,208
923,495,000を翌年度繰越
（うち通常分58,275,000、災害分865,220,000）

予算額

税込決算額

翌年度繰越額

不用額 備考
合計

地方公営
企業法

第２６条の
規定による

繰越額

合計

　　当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額38,219,580円及び過年度分損益勘定留保資金632,535,977円をもって補填した。

うち仮払消費税及び
地方消費税   66,516,312
2,487,000,000を翌年度繰越
（うち通常分122,000,000、
災害分2,365,000,000）
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１ 営業収益

（１） 下水道使用料

（２） 他会計負担金

（３） その他営業収益

２ 営業費用

（１） 排水設備費

（２） 管渠費

（３） ポンプ場費

（４） 処理場費

（５） 普及指導費

（６） 業務費

（７） 総係費

（８） 減価償却費

（９） 資産減耗費

営業損失

３ 営業外収益

（１） 受取利息及び配当金

（２） 他会計補助金

（３） 長期前受金戻入

（４） 雑収益

４ 営業外費用

（１） 支払利息及び企業債取扱諸費

（２） 雑支出

経常利益

５ 特別利益

（１） 過年度損益修正益

（２） その他特別利益

６ 特別損失

（１） 過年度損益修正損

（２） 災害による損失 △ 247,312,160

当年度純利益

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

令和元年度佐久市下水道事業損益計算書

（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）

（単位：円）

　－６（欠）－－
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令和元年度佐久市下水道事業剰余金計算書
　（平成31年 4月 1日から令和 2年 3月31日まで）

国庫補助金 県補助金
受益者負担金

・分担金
その他

資本剰余金

前年度末残高

前年度処分額

議会の議決による処分額

資本金への組入れ

減債積立金

建設改良積立金

当年度変動額

他会計出資金の受入れ

減債積立金の取り崩し

建設改良積立金の取り崩し

当年度純利益

令和元年度佐久市下水道事業剰余金処分計算書（案）

（単位：円）

資本金 資本剰余金
未処分利益

剰余金

△ 443,000,000

資本金組入れ △ 350,000,000

減債積立金 △ 80,000,000

建設改良積立金 △ 13,000,000

(繰越利益剰余金）
処分後残高

処分後残高

当年度末残高

当年度末残高

議会の議決による処分額

資本金

剰余金

資本剰余金

－8－

（単位：円）

資本剰余金合計 減債積立金 建設改良積立金 未処分利益剰余金 利益剰余金合計

△ 547,700,000 △ 382,700,000

△ 547,700,000 △ 382,700,000

△ 382,700,000 △ 382,700,000

△ 140,000,000

△ 25,000,000

（繰越利益剰余金）

△ 300,000,000 △ 50,000,000

△ 300,000,000

△ 50,000,000

(当年度未処分利益剰余金）

剰余金

資本合計
資本剰余金 利益剰余金

JWS19089
取り消し線
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１ 固定資産

（１） 有形固定資産

イ　土地

ロ　建物

     減価償却累計額 △ 3,667,470,213

ハ  構築物

     減価償却累計額 △ 27,536,236,599

ニ　機械及び装置

     減価償却累計額 △ 7,697,190,502

ホ　車両運搬具

     減価償却累計額 △ 6,122,960

ヘ　工具器具及び備品

     減価償却累計額 △ 28,952,097

ト　建設仮勘定

有形固定資産合計

（２） 無形固定資産

イ　その他無形固定資産

無形資産合計

（３） 投資その他の資産

イ　基金

投資その他の資産合計

固定資産合計

２ 流動資産

（１） 現金預金

（２） 未収金

貸倒引当金 △ 30,238,204

流動資産合計

資産合計

令和元年度佐久市下水道事業貸借対照表
（令和2年3月31日）

（単位：円）

資産の部
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３ 固定負債

（１） 企業債
イ　建設改良費等の財源
　　に充てるための企業債

企業債合計

（２） 引当金

イ　退職給付引当金

引当金合計

固定負債合計

４ 流動負債

（１） 企業債
イ　建設改良費等の財源
　　に充てるための企業債

企業債合計

（２） 未払金

（３） 引当金

イ　賞与引当金

ロ　法定福利費引当金

ハ　修繕引当金

引当金合計

(４) 預り金

(５) その他流動負債

流動負債合計

５ 繰延収益

長期前受金

収益化累計額 △ 20,682,285,888

繰延収益合計

負債合計

６ 資本金

７ 剰余金

（１） 資本剰余金

イ　国庫補助金

ロ  県補助金

ハ　受益者負担金・分担金

二　その他資本剰余金

資本剰余金合計

（２） 利益剰余金

イ　減債積立金

ロ　建設改良積立金

ハ 当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債資本合計

負債の部

資本の部
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第１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

   １　固定資産の減価償却の方法

　（１）有形固定資産（リース資産を除く）

　　　ア　減価償却の方法　　定額法

　　　イ　主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　　　 15～50年

　　　　　構築物　　　　　　　 50年

　　　　　機械及び装置　　　　 20年

　　　　　車両運搬具　　　　　 4～5年

　　　　　工具器具及び備品　　 2～15年

　（２）無形固定資産

　　　ア　減価償却の方法　　定額法

　　　イ　主な耐用年数

　　　　　その他無形固定資産　　　　　　　 5年

   ２　引当金の計上方法

　（１）貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上している。

　（２）退職給付引当金

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上

　　　している。

　（３）賞与引当金

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、

　　　当事業年度の負担に属する額を計上している。

　（４）法定福利費引当金

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における

　　　支出見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　（５）修繕引当金

　　　　設備等に係る修繕費用の支出に備えるため、当事業年度末における支出見込額を計上している。

　　　　なお、平成26年3月31日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩す

　　　こととしている。

   ３　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

　（１）消費税等の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

　　　　なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。

第２　キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

   １　重要な非資金取引

　（１）現物出資の受入れによる資産の取得

　　　  当事業年度、新たに計上した現物出資の受入による資産の取得額は次のとおりである。

　　　  構築物　

第３　貸借対照表等に関する注記

   １　企業債の償還に係る他会計の負担

　　　  貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償還

　　  予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は、4,188,618,085円である。

　

令和元年度佐久市下水道事業決算注記

69,821,600円
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第４　セグメント情報に関する注記

   １　報告セグメントの概要

　　　  下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、

　　  小規模集合排水処理事業、コミュニティ・プラントを運営しており、各事業で運営方針を決定して

　　  いることから、これら事業を報告セグメントとしている。

　　　  なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

   ２　報告セグメントごとの営業収益等の金額に関する情報

　当事業年度（自　平成31年 4月 1日　至　令和 2年 3月 31日）

（単位：円）

第５　その他の注記

   １　貸倒引当金の目的使用による取り崩し

　　　  当事業年度において、債権の不納欠損による損失として15,897,951円を取り崩している。

   ２　退職給付引当金の目的使用による取り崩し

　　　  当事業年度において、退職手当として3,415,062円を支給するため、退職給付引当金

　　  3,415,062円を取り崩している。

   ３　賞与引当金の目的使用による取り崩し

　　　  当事業年度において、職員の期末手当及び勤勉手当として26,094,337円を支給するために、

　　  賞与引当金8,291,341円を取り崩している。

   ４　法定福利費引当金の目的使用による取り崩し

　　　  当事業年度において、職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として5,057,323円を

　　  支給するために、法定福利費引当金1,638,906円を取り崩している。

   ５　統廃合事業による事業区分の変更

　　　  平成23年3月より生活排水処理施設統廃合計画に基づいて進めてきた事業のうち、田口本村

　　  処理区の接続事業が平成30年度中に完了したことから、当事業年度より農業集落排水事業から

　　  公共下水道事業へと事業区分を変更している。

　　　　有形固定資産及び
　　　　無形固定資産の増加額

― ―

特別損失 ―

特別利益 ― ―

減価償却費

他会計出資金 ―

他会計補助金 ―

他会計負担金 ― ― ― ―

他会計繰入金 ―

その他の項目　

セグメント負債

セグメント資産

経常損益 △ 43,171,553 △ 32,349,395 △ 1,361,521

営業損益 △ 230,564,681 △ 241,248,478 △ 143,754,912 △ 2,032,254 △ 1,272,258 △ 618,872,583

営業費用

合計

営業収益

事業区分 公共下水道事業
特定環境保全

公共下水道事業
農業集落
排水事業

小規模集合
排水処理事業

コミュニティ・
プラント

　農業集落排水事業 　農業集落排水処理施設の管理運営業務

　小規模集合排水処理事業 　小規模集合排水処理施設の管理運営業務

　コミュニティ・プラント 　コミュニティ・プラントの管理運営業務

事業区分 事業の内容

　公共下水道事業 　公共下水道施設の管理運営業務

　特定環境保全公共下水道事業 　特定環境保全公共下水道施設の管理運営業務



２　佐久市下水道事業報告書
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令和元年度 佐久市下水道事業報告書

１ 概 況

（１）総括事項

佐久市の下水道事業は、昭和 年度から事業を開始し、昭和 年度から供用

開始した公共下水道事業をはじめ、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水

事業、小規模集合排水処理事業、コミュニティ・プラントの５事業からなってい

ます。

令和元年度末には、合併処理浄化槽を含む市内全体の水洗化率は ％と水洗

化が進んでいますが、管渠及び施設等は事業着手から 年以上経過する箇所があ

るなど、老朽化も進んでおり、「普及整備」から「維持管理」への転換期を迎えて

います。そのため、当市は、国が策定した「下水道ビジョン 」を始めとする

様々な施策を基に、平成 年度に「佐久市生活排水処理施設統廃合計画」を策定

し、さらに平成 年度には「佐久市長寿命化計画」に基づいた下水道管理センタ

ー等の改築更新に取り組んできました。

また、平成 年度には、今後５年間の点検・調査、修繕・改築計画となる「佐

久市下水道ストックマネジメント計画」を策定し、供用開始から 年を経過して

いる公共下水道を中心に更新計画を進めています。

一方、「佐久市生活排水処理施設統廃合計画」において計画した農業集落排水施

設４か所及びコミュニティ・プラント２か所すべてについて公共下水道への接続

が完了し、令和元年度からは「第２期佐久市生活排水処理施設統廃合計画」の策

定に向けて調査を開始しました。

令和元年 月に日本へ上陸した、令和元年東日本台風（台風第 号）では、

大雨により下水道施設が甚大な被害を受けました。

公共下水道においては下水道管理センターが浸水し、揚水、水処理及び汚泥処

理等すべての機能が停止しました。特定環境保全公共下水道では水管橋が流失

し、農業集落排水処理施設では浸水により汚水処理機能が停止しました。

また、停電によりマンホールポンプの送水機能が停止するなど多くの被害が発生

しました。一部は復旧した施設もありますが、令和２年度末の完了を目指し、本

復旧工事を進めています。

今回の災害による復旧工事費等の支出の増加、また、人口減少等に伴う使用料

の減少、国・県の各種補助金の削減などによる財源の確保は、年々、困難になる
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ものと考えられます。市民生活のライフラインの一つである下水道事業の持続的

な経営確保に向け、引き続き「佐久市下水道事業経営戦略」に基づいた経営の健

全化・効率化による経営基盤の強化を進める必要があります。

（普及促進について）

佐久市内の下水道事業には、市内のみを事業区域とする公共下水道、特定環境

保全公共下水道、農業集落排水処理施設、小規模集合排水処理施設及びコミュニ

ティ・プラントにより処理する地区と、複数市町が事業区域となる南佐久環境衛

生組合及び川西保健衛生施設組合により処理される地区があります。なお、下水

道の整備区域外においては、合併処理浄化槽を利用する地区となります。

これらの地区から、南佐久環境衛生組合、川西保健衛生施設組合、合併処理浄

化槽の利用地区を除く下水道整備計画区域の令和元年度末時点における汚水処理

普及人口は 人（普及率 ％）、水洗化人口は 人（水洗化率 ％）

となっています。

（経営面について）

本年度の経常収支は、平成 年度に引き続き黒字決算となりました。これは、

被害を受けた処理場の機能が停止したことにより、通常発生する経費（委託料、

動力費等）が大きく減少したことが主な要因で、経常利益は、 円（前

年度比 ％の増）となりました。台風被害に係る影響額は経常収支に含めず、

災害による損失等として特別損益に計上しました。

災害による損失は、被災した施設等の除却による資産減耗費及び水管橋流失に

よる汚水移送経費等の 円で、特別損失に計上しており、合わせて、

特別利益に災害関連の収入である国庫補助金の一部及び被災した施設等に係る長

期前受金戻入額の 円を計上しました。

この結果、多額の特別損失が発生しましたが、経常利益の増により、当年度は

純利益 円 前年度比 ％減 となりました。しかし、災害復旧工事の

完了後には、減価償却費及び企業債の償還に伴う経費の増加が見込まれるため、

今後とも経営安定に向けて取り組んでいきます。

また、令和元年 月 日の消費税及び地方消費税の税率変更に伴い、増税分を

使用料に転嫁する料金改定を行いました。

（維持管理について）

運転開始から 年以上が経過している施設及び既に耐用年数を経過した機械

等が存在しており、施設全体の老朽化が進行しています。このような状況の中で、
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計画的な点検・管理を行うとともに、機械等の不具合の際には、迅速な修繕を行

うことにより、施設の大きなトラブルもなく稼働が確保されています。

被災後においても、緊急で応急復旧工事を行うことにより、下水道管理センタ

ー以外のすべての施設で、概ね通常通りに水処理レベルを回復することができて

います。下水道管理センターにおいては、応急復旧から本復旧へと工事の進捗に

合わせ、水処理レベルを段階的に向上させる方針のもと、施設の運転回復が図ら

れています。今後、同規模の災害が起こった場合でも、施設が浸水しないよう止

水板の設置など、再度災害防止対策を実施する予定です。

（建設改良事業について）

汚水渠工事は、管路延長 ｍ、面積にして の整備を行いました。主

な整備地区は、小田井地区、平尾地区、臼田地区です。本年度末における公共下

水道の汚水渠総延長距離は、 ｍとなり、総面積では、認可面積

の ％にあたる となりました。

また、市民サービスの向上及び工事の平準化を促すため、汚水管渠工事費につ

いて、契約年度に支出を要さず、翌年度以降に全額を支払うよう債務を設定する

「ゼロ債務負担行為」を令和元年 月補正予算にて設定し、９件の取付管工事を

実施しました。令和２年度以降においても継続して行う予定です。

処理施設等の更新については、浅科浄化センターにおいて、平成 年度から２

か年をかけた管理汚泥棟の機械・電気設備更新工事が終了し、令和２年度に耐震

工事を明許繰越しています。また、令和２年度から２か年の予定で、野沢中継ポ

ンプ場の電気設備更新工事を予定しているところです。

被災した下水道施設の復旧について、下水道管理センターにおいては、仮設ポ

ンプ設置等の応急復旧工事を行い、本復旧工事を進めています。塩名田水管橋に

おいても、令和元年 月末に仮配管工事が終了し、仮管渠での送水を行い、本復

旧工事の準備を進めています。農業集落排水処理施設は、常和地区において破損

管渠の本復旧工事が完了し、また、志賀地区において浸水した処理施設について

本復旧工事を進めています。
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（２）議会議決（承認）事項

議案
番号

第53号

第83号

第92号

第115号

第122号

第36号

第48号

（注）平成30年度佐久市下水道事業特別会計予算繰越計算書の報告について、令和元年6月6日に提出した。

（３）行政官庁許可事項

　ア　道路河川占用許可 佐久建設事務所 件

計 件

　イ　占用期間更新許可 佐久建設事務所 件

計 件

（４）行政官庁許認可事項

公共土木施設災害復旧事業費国庫負担金交付申請

佐久地域振興局長 農山漁村地域整備交付金(農業集落排水事業)南岩尾地区

長野県知事

佐久地域振興局長 農山漁村地域整備交付金(農業集落排水事業)志賀地区

国土交通大臣 社会資本整備総合交付金交付申請(通常）

国土交通大臣 社会資本整備総合交付金交付申請（防災）

令和元年度（2019年度）佐久市下水道事業特別会計補正予算（第4
号）について

申請年月日 申　　請　　先 件 名 許認可年月日

令和2年度佐久市下水道事業特別会計予算について

令和元年度（2019年度）佐久市下水道事業特別会計補正予算（第2
号）について

令和元年度（2019年度）佐久市下水道事業特別会計補正予算（第3
号）について

件 名
提  出
年月日

議  決（承　認）
年月日

消費税及び地方消費税の税率引上げに伴う関係条例の整備に関す
る条例の制定について

佐久地域振興局長 災害関連農村生活環境施設復旧事業費交付申請

平成30年度佐久市下水道事業特別会計の利益の処分及び決算認
定について

専決処分の報告について（令和元年度（2019年度）佐久市下水道事
業特別会計補正予算（第1号））
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（５）職員に関する事項

　ア　職員数

　イ　労働協約の締結

　労働基準法第36条に基づく時間外労働及び休日労働に関する協定を締結した。

　協定の有効期間　令和元年6月1日から1年間

（６）料金その他排水条件の設定変更に関する事項

　使用料に関する事項

　　1か月あたりの使用料は、以下のとおりである。

使用料

種　別

1,320 円

1,320 円

　上記の表で計算し、1円未満の端数は切り捨てるものとする。

計

課長等

職員

役職名 現在職員数 現在職員数 増減

令和元年10月1日使用分から適用（消費税及び地方消費税込み）

基本使用料 従量使用料（1ｍ につき）

料　　金 汚水量又は生活排水の量 料　　金

0 ｍ を超え 5 ｍ まで  円

5 ｍ を超え 10 ｍ まで  円

10 ｍ を超え 20 ｍ まで  円

20 ｍ を超え 30 ｍ まで  円

一　般　用 30 ｍ を超え 50 ｍ まで  円

50 ｍ を超え 100 ｍ まで  円

100 ｍ を超え 300 ｍ まで  円

300 ｍ を超え 500 ｍ まで  円

500 ｍ を超えるもの  円

公衆浴場用 1 ｍ につき  円

　－18（欠）－－
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２　工  事

（１）公共下水道事業

　　ア　建設改良工事の概要

　　（ア）汚水渠施設費

工 事 名 箇所名 　金　　額（円） 内　　　　容

汚水　中込原分区　456-20号線外　管路工事
下平尾字

宮の西　外
VUφ200mm L=437.0m

汚水　臼田第１分区　564-1号線外　管路工事 臼田字高橋 PRPφ200mm L=235.4m

汚水　野沢分区　226b号線　管路工事 原字地蔵堂 PRPφ200mm 　L=176.35m

汚水　岩村田分区　902-13号線外　管路工事
長土呂字

上芝宮　外
VUφ200mm 　L=215.0m

汚水　岩村田分区　2157-1-1号線外　管路工事 小田井字皎月
HIVPφ50mm L=190.8m
VUφ200mm  L= 93.0m

汚水　岩村田分区　2157-1-1号線外　管路工事
（MP）

小田井字皎月 ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ設備工　1か所

1,000万円未満　汚水　臼田第3幹線　1-6号線
取付管工事　ほか121件

計 128件

　　（イ）汚水渠舗装本復旧費

舗 装 名 箇所名 　内　　　容

汚水　中込原分区　456-28号線外　舗装工事
下平尾字
下大久保

舗装本復旧　A=1,414㎡

汚水　臼田第2分区　127号線　舗装工事
田口字

羽毛田端
舗装本復旧　A=451㎡

計 2件

　　（ウ）汚水渠補償費

　内　　　容

4件

　　金　　額（円）

補 償 名 　　金　　額（円）

300万円未満　汚水　中込原分区　456-20号線外　管路工事に伴
う地下埋設物移設補償　ほか3件

計
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（消費税及び地方消費税込み）

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

㈱田中住建 一般

高重建設工業㈱ 一般

伊坂建設㈱ 一般

㈱平尾開発 一般

㈱雫田建設工業 一般

㈱メエップ 一般

（消費税及び地方消費税込み）

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

大進建設㈱ 一般

日建興業㈱ 指名

（消費税及び地方消費税込み）

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考
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　　（エ）処理場・ポンプ場委託費

　内　　　容

電気設備更新実施設計一式

監視制御設備更新実施設計
一式

2件

　　（オ）汚水渠委託費

内　　　　　容

統廃合計画施設の管路流量
調査等

実施設計業務　L＝4.24km

4件

　　（カ）災害処理場・ポンプ場委託費

　内　　　容

緊急排水作業　一式
水処理応急復旧　一式
施設洗浄作業　一式
既存設備点検診断　一式

災害支援業務

災害本復旧工事実施設計業務

災害応急復旧工事業務

4件

　　イ　保存工事

内　　　　　容

№2汚水ポンプ交換　1台

通報装置交換8か所（田口本村・下
原４号・五里田・上屋敷・橋向・長土
呂濁・塩名田3号・長戸）

上屋敷MP　汚水ポンプ交換1台
岩村田西芝間MP　汚水ポンプ交換
1台、代替ポンプ制作1台

44件

汚水　臼田第2分区　田口本村マンホールポンプ場外　通報装置
修繕

汚水　岩村田分区　上屋敷マンホールポンプ場外　汚水ポンプ修
繕

佐久市公共下水道・農業集落排水等接続検討及び流量調査業務

業 務 名 　　金　　額（円）

令和元年東日本台風　佐久市下水道管理センター水処理機能応
急仮復旧

令和元年東日本台風　佐久市・日本下水道事業団災害支援協定

令和元年東日本台風　佐久市下水道管理センター災害本復旧工
事実施設計業務委託

令和元年東日本台風　佐久市下水道管理センター災害応急復旧
工事業務委託

業 務 名 　　金　　額（円）

佐久市公共下水道事業　野沢中継ポンプ場実施設計業務委託

佐久市公共下水道事業　佐久市下水道管理センター監視制御設
備更新工事実施設計業務委託

計

業 務 名 　　金　　額（円）

汚水　岩村田分区　2-6-1号線外　実施設計業務

200万円未満　　汚水　中込原分区　465-4号線外　舗装面積測量
業務　ほか1件

計

工 事 名 　　金　　額（円）

汚水　岩村田分区　飯綱下マンホールポンプ場　汚水ポンプ修繕

計

500万円未満　佐久市下水道管理センター汚泥棟井水ポンプ修繕
ほか40件

計
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（消費税及び地方消費税込み）

請負業者名 契約方法 着手年月日 完了年月日 検査年月日 備　考

日本下水道事業団 協定 繰越

日本下水道事業団 協定

（消費税及び地方消費税込み）

請負業者名 契約方法 着手年月日 完了年月日 検査年月日 備　考

㈱三水コンサルタント
長野事務所

一般

㈱フジ技研佐久支店 一般 繰越

（消費税及び地方消費税込み）

請負業者名 契約方法 着手年月日 完了年月日 検査年月日 備　考

水ingエンジニアリング㈱
首都圏支店

随契

日本下水道事業団 協定

日本下水道事業団 協定

日本下水道事業団 協定
R1-R2 繰越
出来高払

（消費税及び地方消費税込み）

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

㈱依田設備工業 一般

藤田エンジニアリング㈱
上田営業所

一般

㈲三國 一般



－23－

　　ウ　維持・管理・委託費

　　金　　額（円） 内　　　　　容

料金徴収・経理等業務一式

下水道使用料センター処理一
式

下水道事業用基幹系ソフトウェア借上げ業務 ソフトウェア借上げ業務一式

下水道事業業務　封入封緘委託業務 封入封緘業務一式

処理場4か所・中継ポンプ場3か
所・ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ場179か所

汚泥堆肥化3,658t @13,500
円/ｔ（税抜）

脱水汚泥運搬（処理場～志
賀）3,658t @2,700円/ｔ（税
抜）

施設清掃業務 22槽

公共・農集マンホールポンプ場清掃業務
ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ井清掃74か所、
中継ポンプ場圧送先調査4
か所

佐久市下水道事業水質・汚泥分析業務
水質・汚泥・悪臭分析業務一
式

滑津川・雨川伏越管路清掃業務 伏越管渠清掃一式

佐久市下水道台帳管理シス
テム保守

27件

佐久市下水道管理センター汚泥処分業務

佐久市下水道管理センター脱水汚泥運搬業務

佐久市下水道台帳管理システム　保守業務

200万円未満　事業場汚水排水水質分析業務　ほか14件

計

田口本村地区処理施設汚泥貯留槽外清掃業務

業 務 名

佐久市下水道料金徴収・経理等業務

下水道使用料徴収業務

佐久市下水道管理センター外運転管理業務
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（消費税及び地方消費税込み）

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

第一環境㈱
随契

（プロポーザル） 長期継続契約

㈱電算 随契

㈱電算 随契 長期継続契約

㈱電算 随契

水ingAM㈱長野営業所 一般 長期継続契約

クリーンユーキ㈱ 随契 単価契約

㈱光和建設 一般
長期継続契約
単価契約

佐久平環境整備事業協同組合 随契

㈱不動 指名

環境未来㈱技術センター 一般

佐久浄設工業㈲ 指名

朝日航洋㈱上田支店 随契
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（２）特定環境保全公共下水道事業

　　ア　建設改良工事の概要

　　（ア）汚水渠施設費

工 事 名 箇所名 　金　　額（円） 内　　　　容

1,000万円未満　汚水　浅科処理区　616-2-1号
線　取付管工事　ほか12件

計 13件

　　（イ）処理場・ポンプ場委託費

　内　　　容

管理汚泥棟更新工事
機械設備・電気設備

管理汚泥棟更新工事
機械設備・電気設備

2件

　　（ウ）災害汚水渠施設費

工 事 名 箇所名 　金　　額（円） 内　　　　容

令和元年東日本台風　特環浅科処理区　塩名
田水管橋災害応急復旧工事

塩名田字砂原
外

塩名田水管橋災害応急復旧
工事

計 1件

　　（エ）災害汚水渠委託費

　内　　　容

水管橋災害復旧測量設計

塩名田6号マンホールポンプ
災害復旧測量設計

2件

　　イ　保存工事

内　　　　　容

八幡1号MP　№1汚水ポンプ交換1
台、八幡4号MP　汚水ポンプ交換2
台、塩名田1号MP　汚水ポンプ交
換1台

13件計

工 事 名 　　金　　額（円）

特環　浅科処理区 八幡1号マンホールポンプ場外　汚水ポンプ修
繕

500万円未満　特環　浅科浄化センター自動給水装置修繕　ほか
11件

業 務 名 　　金　　額（円）

令和元年東日本台風　特環浅科処理区　塩名田水管橋測量設計
業務

令和元年東日本台風　特環浅科処理区　塩名田6号マンホールポ
ンプ設計業務

計

業 務 名 　　金　　額（円）

佐久市特定環境保全公共下水道事業　浅科浄化センター更新工
事業務委託(繰越)

佐久市特定環境保全公共下水道事業　浅科浄化センター更新工
事業務委託（2か年目）

計
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（消費税及び地方消費税込み）

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

（消費税及び地方消費税込み）

請負業者名 契約方法 着手年月日 完了年月日 検査年月日 備　考

日本下水道事業団 協定 H30-R1繰越

日本下水道事業団 協定 H30-R1債務負担

（消費税及び地方消費税込み）

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

小林建設工業㈱ 随契

（消費税及び地方消費税込み）

請負業者名 契約方法 着手年月日 完了年月日 検査年月日 備　考

㈲タイム社 随契

㈲タイム社 随契

(消費税及び地方消費税込み)

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

㈲三國 一般
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　　ウ　維持・管理・委託費

　　金　　額（円） 内　　　　　容

佐久市下水道台帳管理デー
タ更新　望月処理区

濃縮汚泥運搬（処理場～川西保健
衛生施設組合）4,161.4㎥ @4,860円
/㎥（税抜）

ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ井清掃68か所、中
継ﾎﾟﾝﾌﾟ場圧送先調査2か所

4t吸引車による汚水移送業務
一式(塩名田6号ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ場
～浅科浄化ｾﾝﾀｰ)

6件

（３）農業集落排水事業

　　ア　建設改良工事の概要

　　（ア）汚水渠施設費

工 事 名 箇所名 　金　　額（円） 内　　　　容

農集排　布施処理区幹1-13号線　取付管工事 布施字五里坂 VUφ150mm  1か所

計 1件

　　（イ）処理場・ポンプ場委託費

　内　　　容

調査計画業務　1地区

1件

　　（ウ）災害汚水渠施設費

工 事 名 箇所名 　金　　額（円） 内　　　　容

令和元年東日本台風　農集排　常和処理区幹
線3号線災害復旧工事

常和字阿ら井 VUφ200mm  L=19.24m

計 1件

　　（エ）災害処理場・ポンプ場委託費

　内　　　容

査定設計書作成　外

1件

計

業 務 名 　　金　　額（円）

令和元年東日本台風　農集　志賀地区処理施設実施設計業務

計

200万円未満　令和元年東日本台風　特環　高呂１号ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ
場外汚水移送業務　ほか1件

計

業 務 名 　　金　　額（円）

農業集落排水事業　南岩尾地区　調査計画業務

業 務 名

佐久市下水道台帳システム　望月処理区データ更新業務

望月地区下水道処理施設汚泥運搬業務

特環・農集マンホールポンプ場清掃業務

令和元年東日本台風　塩名田6号ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ場　汚水移送業務
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（消費税及び地方消費税込み）

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

朝日航洋㈱上田支店 随契

㈲望月広衛社 随契 単価契約

㈲望月広衛社 指名

㈲望月広衛社 随契 単価契約

（消費税及び地方消費税込み）

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

㈲春日建設 随契

（消費税及び地方消費税込み）

請負業者名 契約方法 着手年月日 完了年月日 検査年月日 備　考

長野県土地改良事業団体連合会 随契

（消費税及び地方消費税込み）

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

高重建設工業㈱ 随契

（消費税及び地方消費税込み）

請負業者名 契約方法 着手年月日 完了年月日 検査年月日 備　考

長野県土地改良事業団体連合会 随契
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　　イ　保存工事

内　　　　　容

農集　布施浄化センター　排気ファン修繕 排気ファン交換　2台

農集・生排処理施設　曝気撹拌装置外修繕

岸野地区処理施設
　曝気撹拌装置ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ　1台
常和地区処理施設
　予備ﾌﾞﾛﾜｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ　1台
平井地区処理施設
　曝気撹拌装置ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ　1台
　汚水ポンプ交換　　1台

21件

　　ウ　維持・管理・委託費

　　金　　額（円） 内　　　　　容

処理場9か所　ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ場8
か所

濃縮汚泥運搬（処理場～佐久平環
境衛生組合）2,865.16㎥　@5,300円
/ｔ（税抜）

処理場2か所　ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ場8
か所

7件

（４）小規模集合排水処理事業

　　ア  保存工事

内　　　　　容

2件

（５）コミュニティ・プラント

　　ア　保存工事

内　　　　　容

№1消泡電動弁交換　1台

1件計

工 事 名 　　金　　額（円）

生排　平井地区処理施設消泡電動弁修繕

計

工 事 名 　　金　　額（円）

500万円未満　小規模 藤巻地区処理施設非常用通報装置修繕
ほか1件

計

計

工 事 名

佐久地区及び臼田地区生活排水共同処理施設運転管理業務

佐久地区生活排水共同処理施設汚泥運搬業務

望月地区生活排水共同処理施設運転管理業務

200万円未満　　令和元年東日本台風　農集　志賀地区処理施設
外仮設ポンプ運転業務　ほか3件

工 事 名 　　金　　額（円）

500万円未満　農集 南岩尾地区処理施設　汚泥引抜ポンプ修繕
ほか18件
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(消費税及び地方消費税込み)

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

㈲双葉工業 一般

㈲伴野設備工業 一般

（消費税及び地方消費税込み）

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

佐久平環境整備事業協同組合 一般 長期継続契約

佐久平環境整備事業協同組合 随契 単価契約

㈲望月広衛社 一般 長期継続契約

(消費税及び地方消費税込み)

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

(消費税及び地方消費税込み)

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

佐久平環境整備事業協同組合 随契
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３　業　務

（１）業務量

　　ア　下水道整備の状況

戸 戸 戸

人 人 人

㎥ ㎥ ㎥

戸 戸 戸

戸 戸 戸

人 人 人

㎥ ㎥ ㎥

戸 戸 戸

戸 戸 戸

人 人 人

㎥ ㎥ ㎥

戸 戸 戸

戸 戸 戸

人 人 人

㎥ ㎥ ㎥

戸 戸 戸

戸 戸 戸

人 人 人

㎥ ㎥ ㎥

戸 戸 戸

事項 令和元年度 平成30年度 増　減
前年度比

(％)

公
共
下
水
道
事
業

整 備 面 積

供 用 開 始 面 積

使 用 可 能 戸 数

使 用 可 能 人 口

年 間 総 流 入 量

水 洗 化 戸 数

特
定
環
境
保
全
公
共
下
水
道
事
業

整 備 面 積 ― 　―

供 用 開 始 面 積 ― 　―

使 用 可 能 戸 数

使 用 可 能 人 口 △ 311

年 間 総 流 入 量 △ 1,386

水 洗 化 戸 数

農
業
集
落
排
水
事
業

整 備 面 積 △ 42.00

供 用 開 始 面 積 △ 42.00

使 用 可 能 戸 数 △ 315

使 用 可 能 人 口 △ 964

年 間 総 流 入 量 △ 76,868

水 洗 化 戸 数 △ 318

小
規
模
集
合
排
水
処
理
事
業

整 備 面 積 ― 　―   　

供 用 開 始 面 積 ― 　―   　

使 用 可 能 戸 数 △ 4

使 用 可 能 人 口 △ 6

年 間 総 流 入 量 △ 21

水 洗 化 戸 数 △ 4

コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ
・
プ
ラ
ン
ト

整 備 面 積 ― 　―   　

供 用 開 始 面 積 ― 　―   　

使 用 可 能 戸 数 ― 　―　

使 用 可 能 人 口 ― 　―　

年 間 総 流 入 量 △ 619

水 洗 化 戸 数 ― 　―　
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戸 戸 戸

人 人 人

㎥ ㎥ ㎥

戸 戸 戸

　　イ　事業別有収水量及び使用料の状況

区　分

上段：税込み
下段：税抜き

事項 令和元年度 平成30年度 増　減
前年度比

(％)

合
計

整 備 面 積 △ 3.79

供 用 開 始 面 積 △ 3.79

使 用 可 能 戸 数

使 用 可 能 人 口

年 間 総 流 入 量

水 洗 化 戸 数

有収水量（㎥） 使用料（円）

事業別 令和元年度 平成30年度 前年度比(%) 令和元年度 平成30年度 前年度比(%) 構成比(%)

公共下水道事業

特定環境保全
公共下水道事業

農業集落
排水事業

小規模集合
排水処理事業

コミュニティ
・プラント

合計
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　　ウ　諸届件数

年　度

事業・件名

受付件数 比較

令和元年度 平成30年度 増減件数 前年度比（％）

　公共下水道事業

排水設備計画確認申請 △ 8

使 用 開 始 届

使 用 廃 止 届 △ 2

　特定環境保全公共下水道事業

排水設備計画確認申請 △ 3

使 用 開 始 届 △ 7

使 用 廃 止 届 △ 1

　農業集落排水事業

排水設備計画確認申請 △ 3

使 用 開 始 届

使 用 廃 止 届 △ 3

　小規模集合排水処理事業

排水設備計画確認申請 ― 

使 用 開 始 届 ― 

使 用 廃 止 届 ― 

　コミュニティ・プラント

排水設備計画確認申請 ― 

使 用 開 始 届 ― 

使 用 廃 止 届 ― 

　合　計

排水設備計画確認申請 △ 14

使 用 開 始 届 △ 1

使 用 廃 止 届 △ 6

－34－

（２）事業収入及び事業費に関する事項

　　ア　公共下水道事業

事 業 収 入

年　度

科　目 金額（円）
構成比
（％）

金額（円）
構成比
（％）

増減（円）
前年度比

（％）

営業収益 △ 33,112

　下水道使用料 △ 288,712

　他会計負担金

　その他営業収益 △ 143,400

営業外収益 △ 15,814,199

　受取利息及び配当金

　他会計補助金

  長期前受金戻入 △ 18,182,529

  雑収益

特別利益

　過年度損益修正益

　その他特別利益 ―　

合 計

事 業 費

年　度

科　目 金額（円）
構成比
（％）

金額（円）
構成比
（％）

増減（円）
前年度比

（％）

営業費用 △ 113,135,622

  排水設備費

  管渠費 △ 17,865,346

　ポンプ場費 △ 2,249,275

　処理場費 △ 74,810,542

　普及指導費

　業務費

  総係費

  減価償却費 △ 16,907,878

  資産減耗費 △ 14,713,632

営業外費用 △ 29,498,025

  支払利息及び
　企業債取扱諸費

△ 24,537,680

  雑支出 △ 4,960,345

特別損失

　過年度損益修正損

　災害による損失 ―　

　その他特別損失 △ 106,988,433

合 計

令和元年度 平成30年度 比較

令和元年度 平成30年度 比較
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　　イ　特定環境保全公共下水道事業

事 業 収 入

年　度

科　目 金額（円）
構成比
（％）

金額（円）
構成比
（％）

増減（円）
前年度比

（％）

営業収益 △ 1,899,102

　下水道使用料 △ 1,905,002

　その他営業収益

営業外収益 △ 58,920,332

　他会計補助金 △ 12,229,000

　長期前受金戻入 △ 42,095,310

  雑収益 △ 4,596,022

特別利益

  固定資産売却益 △ 900,227

　その他特別利益

合 計

事 業 費

年　度

科　目 金額（円）
構成比
（％）

金額（円）
構成比
（％）

増減（円）
前年度比

（％）

営業費用 △ 68,062,169

  管渠費 △ 206,000

　ポンプ場費

　処理場費 △ 11,270,907

　業務費

  総係費

  減価償却費 △ 64,670,453

　資産減耗費

営業外費用 △ 6,354,458

  支払利息及び
　企業債取扱諸費

△ 8,729,773

  雑支出

特別損失

　過年度損益修正損 △ 5,281

　災害による損失 ―　

合 計

令和元年度 平成30年度 比較

令和元年度 平成30年度 比較
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　　ウ　農業集落排水事業

事 業 収 入

年　度

科　目 金額（円）
構成比
（％）

金額（円）
構成比
（％）

増減（円）
前年度比

（％）

営業収益 △ 20,068,640

　下水道使用料 △ 20,057,740

　その他営業収益 △ 10,900

営業外収益 △ 18,640,051

　他会計補助金 △ 4,473,000

　長期前受金戻入 △ 13,851,688

  雑収益 △ 315,363

特別利益 ―　

　その他特別利益 ―　

合 計 △ 38,251,289

事 業 費

年　度

科　目 金額（円）
構成比
（％）

金額（円）
構成比
（％）

増減（円）
前年度比

（％）

営業費用 △ 25,534,953

  管渠費

　ポンプ場費

　処理場費 △ 12,272,561

　業務費 △ 337,430

  総係費

  減価償却費 △ 19,300,977

営業外費用 △ 6,651,779

  支払利息及び
　企業債取扱諸費

△ 6,648,740

  雑支出 △ 3,039

特別損失

　過年度損益修正損

　災害による損失 ―　

合 計 △ 31,552,957

令和元年度 平成30年度 比較

令和元年度 平成30年度 比較
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　　エ　小規模集合排水処理事業

事 業 収 入

年　度

科　目 金額（円）
構成比
（％）

金額（円）
構成比
（％）

増減（円）
前年度比

（％）

営業収益

　下水道使用料

営業外収益 △ 70,701

　他会計補助金 △ 52,000

　長期前受金戻入 △ 18,776

  雑収益

合 計 △ 60,621

事 業 費

年　度

科　目 金額（円）
構成比
（％）

金額（円）
構成比
（％）

増減（円）
前年度比

（％）

営業費用 △ 132,821

　処理場費 △ 44,821

　業務費

  減価償却費 △ 88,000

営業外費用 △ 72,827

  支払利息及び
　企業債取扱諸費

△ 72,799

  雑支出 △ 28

特別損失 ―　

　過年度損益修正損 ―　

合 計 △ 195,388

令和元年度 平成30年度 比較

令和元年度 平成30年度 比較
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　　オ　コミュニティ・プラント

事 業 収 入

年　度

科　目 金額（円）
構成比
（％）

金額（円）
構成比
（％）

増減（円）
前年度比

（％）

営業収益 △ 68,820

　下水道使用料 △ 68,820

　その他営業収益

営業外収益

　長期前受金戻入 △ 2

  雑収益

合 計 △ 68,734

事 業 費

年　度

科　目 金額（円）
構成比
（％）

金額（円）
構成比
（％）

増減（円）
前年度比

（％）

営業費用 △ 150,781

　処理場費 △ 136,047

　業務費

  総係費 △ 15,384

  減価償却費

営業外費用 △ 67

  雑支出 △ 67

特別損失 △ 36,459

　過年度損益修正損 △ 36,459

合 計 △ 187,307

令和元年度 平成30年度 比較

令和元年度 平成30年度 比較
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　また、事業費用を性質別に区分すると次のとおりである

年度別

区分 費用（円） 構成比（％） 費用（円） 構成比（％） 増減（円） 前年度比（％）

職員給与費

給料

手当

賞与引当金繰入額

賃金 △ 30,786

法定福利費

退職給付費

法定福利費引当金繰入額

報償費 △ 553,324

交際費

旅費 △ 35,914

被服費 △ 18,130

備消耗品費 △ 365,290

燃料費

光熱水費

印刷製本費

通信運搬費

委託料 △ 68,004,441

手数料

賃借料

修繕費 △ 27,022,099

路面復旧費

動力費 △ 13,832,752

薬品費 △ 10,150

材料費 △ 63,769

研修費 △ 215,747

厚生福利費 △ 20,035

会費負担金 △ 626,921

保険料 △ 140,407

公課費 △ 34,900

貸倒引当金繰入額

減価償却費 △ 100,967,308

有形固定資産減価償却費 △ 100,967,308

無形固定資産減価償却費

資産減耗費 △ 14,045,420

固定資産除却費 △ 14,045,420

支払利息 △ 39,988,992

企業債利息 △ 39,988,992

雑支出 △ 2,588,164

特別損失

過年度損益修正損

災害による損失 ― 

その他特別損失 △ 106,988,433

合 計

令和元年度 平成30年度 比較
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４　会　　計

（１）重要契約の要旨 (消費税及び地方消費税込み、単位：円)

（２）企業債の状況 (単位：円)

財政融資資金（起債前借分） ―　　 ―

協定
佐久市特定環境保全公共下水
道事業　浅科浄化センター耐震
補強工事業務委託

R1.6.16～
　　R2.5.29

日本下水道
事業団

計

長 野 県 信 用 組 合 ―

八 十 二 銀 行 ―

地方公共団体金融機構

長 野 銀 行 ―

財 政 融 資 資 金 ―

簡 易 生 命 保 険 資 金 ―

佐久平環境整備
事業協同組合

借入先 前年度末未償還残高
当年度

当年度末未償還残高
発行総額 償還額

一般
(長期継続契約)

協定

佐久市下水道管理センター外
運転管理業務

H30.4.1～
　　R3.3.31

水ingAM㈱
長野営業所

一般
(長期継続契約)

佐久地区及び臼田地区生活排
水共同処理施設運転管理業務

契約方法

佐久市下水道料金徴収・経理
等業務

H27.4.1～
　　R2.3.31

第一環境㈱
随意契約
（プロポーザル）
（長期継続契約）

契約の内容 契約年月日

H30.7.27～
　　R2.3.31

日本下水道
事業団

工期（期間） 契約金額（全体） R1執行額 契約の相手方

H30.4.1～
　　R3.3.31

協定

佐久市特定環境保全公共下水
道事業　浅科浄化センター更新
工事業務委託（2か年目）
(管理汚泥棟更新工事）

H30.7.27～
　　R2.3.31

日本下水道
事業団

佐久市特定環境保全公共下水
道事業　浅科浄化センター更新
工事業務委託（繰越）
(管理汚泥棟更新工事）

日本下水道
事業団

協定

令和元年東日本台風佐久市下水
道管理センター水処理機能応急仮
復旧

R1.10.13～
　　R2.2.28

水ingエンジニ
アリング㈱
首都圏支店

R2.3.5～
　　R3.3.31

日本下水道
事業団

随意契約

令和元年東日本台風佐久市下水道管
理センター災害応急復旧工事業務委
託

R1.11.8～
　　R2.9.30

協定

令和元年東日本台風特環浅科処
理区塩名田水管橋災害応急復旧
工事

R1.11.7～
　　R2.3.20

小林建設
工業㈱

随意契約

令和元年東日本台風佐久市下水道管
理センター災害本復旧工事業務委託
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（３）資本的支出の財源 (消費税及び地方消費税込み、単位：円)

（４）損益勘定留保資金の状況 (単位：円)

（５）その他

　以上の結果、課税売上割合が95％以上で特定収入割合が5％を超えることにより、仮受消費税及び地方
消費税から控除できない仮払消費税及び地方消費税は、収益的支出2,469,236円、資本的支出28,296,732
円である。

　特定収入がある場合の会計整理について、消費税法第60条第4項に基づき他会計補助金等の使途を次
のとおり特定した。

　他会計負担金10,596,000円については、非課税支出（企業債利息）に充当した。

　他会計補助金479,119,000円については、非課税・不課税支出（企業債利息等）に充当した。

　雑収益のうち租税1,312,048円については、不課税支出（減価償却費）に充当した。

　国庫補助金307,783,877円については、課税支出（工事請負費外）に307,457,377円（特定収入）、非課税・
不課税支出（補償費等）に326,500円（特定収入以外）をそれぞれ充当した。

　受益者負担金57,477,510円については、課税支出（工事請負費外）に46,561,524円（特定収入）、非課税・
不課税支出（職員給与費等）に10,915,986円（特定収入以外）をそれぞれ充当した。

令和元

前年度末残高 当年度発生額 当年度補填額 当年度末残高年 度

計

基 金 積 立 金

企 業 債
償 還 金

合計
企業債 受益者負担金 国庫補助金 その他

建 設 改 良 費

区分 決算額

財 源

特 定 財 源
留保資金等

３　佐久市下水道事業特別会計決算附属書類
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（単位：円）

（１）　業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益

　減価償却費

　固定資産除却費

　特別利益（△は益） △ 420,941,170

　特別損失

　退職給付引当金の増減額（△は減少）

　賞与引当金の増減額（△は減少）

　法定福利費引当金の増減額（△は減少）

　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 5,434,740

　長期前受金戻入額 △ 872,158,945

　受取利息及び配当金 △ 581,613

　支払利息及び企業債取扱諸費

　未収金の増減額（△は増加）

　未払金の増減額（△は減少） △ 87,201,121

　預り金の増減額（△は減少）

　　　小　　計

　利息及び配当金の受取額

　利息の支払額 △ 391,154,265

　業務活動によるキャッシュ・フロー

（２）　投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 520,260,608

　基金の預入による支出 △ 163,000

　国庫補助金による収入

　受益者負担金・分担金による収入

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 390,192,578

（３）　財務活動によるキャッシュ・フロー

　企業債による収入

　企業債の償還による支出 △ 1,741,111,544

　一般会計からの出資による収入

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 542,317,544

資金増加額

資金期首残高

資金期末残高

１　令和元年度佐久市下水道事業キャッシュ・フロー計算書

（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）
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（単位：円）

（１）　業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益

　減価償却費

　固定資産除却費

　特別利益（△は益） △ 420,941,170

　特別損失

　退職給付引当金の増減額（△は減少）

　賞与引当金の増減額（△は減少）

　法定福利費引当金の増減額（△は減少）

　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 5,434,740

　長期前受金戻入額 △ 872,158,945

　受取利息及び配当金 △ 581,613

　支払利息及び企業債取扱諸費

　未収金の増減額（△は増加）

　未払金の増減額（△は減少） △ 87,201,121

　預り金の増減額（△は減少）

　　　小　　計

　利息及び配当金の受取額

　利息の支払額 △ 391,154,265

　業務活動によるキャッシュ・フロー

（２）　投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 520,260,608

　基金の預入による支出 △ 163,000

　国庫補助金による収入

　受益者負担金・分担金による収入

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 390,192,578

（３）　財務活動によるキャッシュ・フロー

　企業債による収入

　企業債の償還による支出 △ 1,741,111,544

　一般会計からの出資による収入

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 542,317,544

資金増加額

資金期首残高

資金期末残高

１　令和元年度佐久市下水道事業キャッシュ・フロー計算書

（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）
（１）収益の部

（単位：円）

款 項 目 節 金額（税抜き） 消費税 備考

下水道事業収益

営業収益

下水道使用料

下水道使用料

他会計負担金

雨水処理負担金

その他営業収益

手数料

営業外収益

受取利息及び

配当金 預金利息

基金利息

他会計補助金

一般会計補助金

長期前受金戻入

補助金

他会計負担金

受益者負担金・
分担金

工事負担金

受贈財産評価額

その他長期前受金

雑収益

延滞金

その他雑収益

特別利益

過年度損益

修正益 過年度損益修正益

その他特別利益

国庫補助金（災害）

その他特別利益

２　令和元年度佐久市下水道事業特別会計収益費用明細書 



－44－

（２）費用の部
（単位：円）

款 項 目 節 金額（税抜き） 消費税 備考

下水道事業費用

営業費用

排水設備費 予算額

給料

手当

賞与引当金繰入額

賃金

法定福利費

旅費

備消耗品費

燃料費

通信運搬費

委託料

貸借料

修繕費

法定福利費
引当金繰入額

管渠費

備消耗品費

委託料

賃借料

修繕費

路面復旧費

材料費

保険料

ポンプ場費

備消耗品費

燃料費

光熱水費

通信運搬費

委託料

賃借料

修繕費

動力費

－45－

款 項 目 節 金額（税抜き） 消費税 備考

処理場費 予算額

給料

手当

賞与引当金繰入額

賃金

法定福利費

旅費

被服費

備消耗品費

燃料費

光熱水費

印刷製本費

通信運搬費

委託料

手数料

賃借料

修繕費

動力費

薬品費

材料費

研修費

会費負担金

保険料

公課費

法定福利費
引当金繰入額

普及指導費 予算額

給料

手当

賞与引当金繰入額

法定福利費

被服費

備消耗品費

燃料費

賃借料

法定福利費
引当金繰入額



－46－

款 項 目 節 金額（税抜き） 消費税 備考

業務費 予算額

給料

手当

賞与引当金繰入額

法定福利費

報償費

備消耗品費

通信運搬費

委託料

手数料

賃借料

法定福利費
引当金繰入額

総係費 予算額

給料

手当

賞与引当金繰入額

法定福利費

交際費

旅費

退職給付費

報償費

被服費

備消耗品費

燃料費

印刷製本費

通信運搬費

委託料

手数料

賃借料

修繕費

研修費

－47－

款 項 目 節 金額（税抜き） 消費税 備考

厚生福利費

会費負担金

保険料

貸倒引当金繰入額

法定福利費
引当金繰入額

減価償却費

有形固定資産
減価償却費
無形固定資産
減価償却費

資産減耗費

固定資産除却費

営業外費用

支払利息及び

企業債取扱諸費 企業債利息

雑支出

雑支出

特別損失

過年度損益

修正損 過年度損益修正損

災害による損失

災害による損失

燃料費

委託料



－47－

款 項 目 節 金額（税抜き） 消費税 備考

厚生福利費

会費負担金

保険料

貸倒引当金繰入額

法定福利費
引当金繰入額

減価償却費

有形固定資産
減価償却費
無形固定資産
減価償却費

資産減耗費

固定資産除却費

営業外費用

支払利息及び

企業債取扱諸費 企業債利息

雑支出

雑支出

特別損失

過年度損益

修正損 過年度損益修正損

災害による損失

災害による損失

燃料費

委託料

－48－

（１）収入の部
（単位：円）

款 項 目 節 金額（税抜き） 消費税 備考

資本的収入

企業債

企業債

企業債

国庫補助金

国庫補助金

国庫補助金

受益者負担金

受益者負担金

受益者負担金

他会計出資金

他会計出資金

一般会計出資金

（２）支出の部

（単位：円）

款 項 目 節 金額（税抜き） 消費税 備考

資本的支出

建設改良費

事務費 予算額

給料

手当

賃金

法定福利費

旅費

備消耗品費

燃料費

委託料

手数料

賃借料

３　令和元年度佐久市下水道事業特別会計資本的収入支出明細書

－49－

款 項 目 節 金額（税抜き） 消費税 備考

修繕費

研修費

保険料

公課費

資産購入費

車両購入費

工具器具及び備品

管渠・処理場等

施設費 委託料

工事請負費

路面復旧費

材料費

補償費

災害復旧費

委託料

工事請負費

企業債償還金

企業債償還金

企業債償還金

基金積立金

基金積立金

下水道施設整備
基金積立金



－50－

（１）有形固定資産

土 地

建 物

構 築 物

機械及び装置

車 両 運 搬 具

工具器具及び備品

建 設 仮 勘 定

合 計

（２）無形固定資産

そ の 他 無 形
固 定 資 産

合 計

（３）投資その他の資産
（単位：円）

下 水 道 施 設
整 備 基 金

合 計

資産の種類
年度当初
現在高

当年度
増加額

当年度
減少額

資産の種類
年度当初
現在高

当年度
増加額

当年度減価償却高

当年度
減少額

年度末現在高

資産の種類
年度当初
現在高

当年度
増加額

当年度
減少額

年度末現在高

                                                                                 ４　固 定 資 産

－51－

（単位：円）

当年度増加額 当年度減少額 累  計

― ― ―

― ― ―

（単位：円）

備　考

備　考

     明 細 書

減価償却累計額

年度末現在高

年度末
償却未済高



－51－

（単位：円）

当年度増加額 当年度減少額 累  計

― ― ―

― ― ―

（単位：円）

備　考

備　考

     明 細 書

減価償却累計額

年度末現在高

年度末
償却未済高

－52－

（１）公共下水道事業

当年度償還高 償還高累計

公共下水道事業 平成 5年 3月25日

公共下水道事業 平成 5年 3月25日

公共下水道事業 平成 5年 5月20日

公共下水道事業 平成 5年 5月20日

公共下水道事業 平成 5年 5月28日

公共下水道事業 平成 5年 5月28日

公共下水道事業 平成 5年 8月20日

公共下水道事業 平成 6年 3月23日

公共下水道事業 平成 6年 3月23日

公共下水道事業 平成 6年 3月23日

公共下水道事業 平成 6年 3月23日

公共下水道事業 平成 6年 5月20日

公共下水道事業 平成 6年 5月20日

公共下水道事業 平成 6年 5月20日

公共下水道事業 平成 6年 5月20日

公共下水道事業 平成 6年 5月27日

公共下水道事業 平成 6年 7月29日

公共下水道事業 平成 7年 3月27日

公共下水道事業 平成 7年 3月30日

公共下水道事業 平成 7年 3月30日

公共下水道事業 平成 7年 5月19日

公共下水道事業 平成 7年 5月22日

公共下水道事業 平成 7年 5月22日

公共下水道事業 平成 7年 5月26日

公共下水道事業 平成 7年 5月30日

公共下水道事業 平成 7年 5月30日

公共下水道事業 平成 8年 3月14日

公共下水道事業 平成 8年 3月22日

                                                                          ５　企  業  債 

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）
償　　還　　高

－ 52 － －53－

（１）公共下水道事業

当年度償還高 償還高累計

公共下水道事業 平成 5年 3月25日

公共下水道事業 平成 5年 3月25日

公共下水道事業 平成 5年 5月20日

公共下水道事業 平成 5年 5月20日

公共下水道事業 平成 5年 5月28日

公共下水道事業 平成 5年 5月28日

公共下水道事業 平成 5年 8月20日

公共下水道事業 平成 6年 3月23日

公共下水道事業 平成 6年 3月23日

公共下水道事業 平成 6年 3月23日

公共下水道事業 平成 6年 3月23日

公共下水道事業 平成 6年 5月20日

公共下水道事業 平成 6年 5月20日

公共下水道事業 平成 6年 5月20日

公共下水道事業 平成 6年 5月20日

公共下水道事業 平成 6年 5月27日

公共下水道事業 平成 6年 7月29日

公共下水道事業 平成 7年 3月27日

公共下水道事業 平成 7年 3月30日

公共下水道事業 平成 7年 3月30日

公共下水道事業 平成 7年 5月19日

公共下水道事業 平成 7年 5月22日

公共下水道事業 平成 7年 5月22日

公共下水道事業 平成 7年 5月26日

公共下水道事業 平成 7年 5月30日

公共下水道事業 平成 7年 5月30日

公共下水道事業 平成 8年 3月14日

公共下水道事業 平成 8年 3月22日

                                                                          ５　企  業  債 

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）
償　　還　　高

－ 52 －

（単位：円）

％ 令和5年 3月25日 大蔵省

％ 令和5年 3月25日 大蔵省

％ 令和3年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和3年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和5年 3月25日 大蔵省

％ 令和3年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和5年 3月25日 大蔵省

％ 令和6年 3月 1日 大蔵省

％ 令和6年 3月 1日 大蔵省

％ 令和4年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和4年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和4年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和4年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和4年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和4年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和6年 3月25日 大蔵省

％ 令和6年 3月25日 大蔵省

％ 令和7年 3月 1日 大蔵省

％ 令和5年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和5年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和7年 3月25日 大蔵省

％ 令和5年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和5年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和7年 3月25日 大蔵省

％ 令和5年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和5年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和8年 3月 1日 大蔵省

％ 令和6年 3月20日 公営企業金融公庫

            明  細  書　　（令和２年３月３１日現在）

未償還残高 利 率 償還終期 備考

－ 53 －



－54－

当年度償還高 償還高累計

公共下水道事業 平成 8年 5月16日

公共下水道事業 平成 8年 5月16日

公共下水道事業 平成 8年 5月27日

公共下水道事業 平成 8年 5月27日

公共下水道事業 平成 8年 5月30日

公共下水道事業 平成 8年 5月30日

公共下水道事業 平成 9年 3月28日

公共下水道事業 平成 9年 3月28日

公共下水道事業 平成 9年 5月23日

公共下水道事業 平成 9年 5月26日

公共下水道事業 平成 9年 5月26日

公共下水道事業 平成 9年 5月30日

公共下水道事業 平成 9年 9月25日

公共下水道事業 平成10年 3月25日

公共下水道事業 平成10年 3月25日

公共下水道事業 平成10年 3月25日

公共下水道事業 平成10年 5月20日

公共下水道事業 平成10年 5月20日

公共下水道事業 平成10年 5月25日

公共下水道事業 平成11年 3月24日

公共下水道事業 平成11年 3月24日

公共下水道事業 平成12年 1月31日

公共下水道事業 平成12年 3月30日

公共下水道事業 平成12年 3月30日

公共下水道事業 平成13年 1月31日

公共下水道事業 平成13年 3月29日

公共下水道事業 平成13年 3月29日

公共下水道事業 平成13年 8月28日

公共下水道事業 平成14年 3月28日

公共下水道事業 平成14年 3月28日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

－ 54 －

－55－

当年度償還高 償還高累計

公共下水道事業 平成 8年 5月16日

公共下水道事業 平成 8年 5月16日

公共下水道事業 平成 8年 5月27日

公共下水道事業 平成 8年 5月27日

公共下水道事業 平成 8年 5月30日

公共下水道事業 平成 8年 5月30日

公共下水道事業 平成 9年 3月28日

公共下水道事業 平成 9年 3月28日

公共下水道事業 平成 9年 5月23日

公共下水道事業 平成 9年 5月26日

公共下水道事業 平成 9年 5月26日

公共下水道事業 平成 9年 5月30日

公共下水道事業 平成 9年 9月25日

公共下水道事業 平成10年 3月25日

公共下水道事業 平成10年 3月25日

公共下水道事業 平成10年 3月25日

公共下水道事業 平成10年 5月20日

公共下水道事業 平成10年 5月20日

公共下水道事業 平成10年 5月25日

公共下水道事業 平成11年 3月24日

公共下水道事業 平成11年 3月24日

公共下水道事業 平成12年 1月31日

公共下水道事業 平成12年 3月30日

公共下水道事業 平成12年 3月30日

公共下水道事業 平成13年 1月31日

公共下水道事業 平成13年 3月29日

公共下水道事業 平成13年 3月29日

公共下水道事業 平成13年 8月28日

公共下水道事業 平成14年 3月28日

公共下水道事業 平成14年 3月28日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

－ 54 －

％ 令和6年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和6年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和8年 3月25日 大蔵省

％ 令和8年 3月25日 大蔵省

％ 令和6年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和6年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和7年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和7年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和7年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和9年 9月25日 大蔵省

％ 令和9年 3月25日 大蔵省

％ 令和7年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和9年 9月 1日 大蔵省

％ 令和10年 3月 1日 大蔵省

％ 令和8年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和8年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和8年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和8年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和10年 3月25日 大蔵省

％ 令和9年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和9年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和11年 9月25日 大蔵省

％ 令和10年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和10年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和12年 9月25日 財務省

％ 令和11年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和11年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和13年 3月25日 財務省

％ 令和12年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和12年 3月20日 公営企業金融公庫

未償還残高 利 率 償還終期 備考

－ 55 －



－56－

当年度償還高 償還高累計

公共下水道事業 平成14年 9月25日

公共下水道事業 平成15年 3月28日

公共下水道事業 平成15年 3月28日

公共下水道事業 平成15年 9月25日

公共下水道事業 平成16年 3月30日

公共下水道事業 平成16年 3月30日

公共下水道事業 平成16年 9月27日

公共下水道事業 平成17年 3月22日

公共下水道事業 平成17年 3月23日

公共下水道事業 平成17年 3月23日

公共下水道事業 平成18年 3月30日

公共下水道事業 平成18年 3月30日

公共下水道事業 平成18年 7月27日

公共下水道事業 平成18年 7月31日

公共下水道事業 平成19年 3月29日

公共下水道事業 平成19年 3月29日

公共下水道事業 平成19年 3月29日

公共下水道事業 平成20年 3月28日

公共下水道事業 平成20年 3月28日

公共下水道事業 平成20年11月25日

公共下水道事業 平成20年11月27日

公共下水道事業 平成21年 3月25日

公共下水道事業 平成21年 3月30日

公共下水道事業 平成22年 3月25日

公共下水道事業 平成23年 3月30日

公共下水道事業 平成24年 3月29日

公共下水道事業 平成25年 3月28日

公共下水道事業 平成26年 3月27日

公共下水道事業 平成26年 3月27日

公共下水道事業 平成26年 6月26日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

－ 56 －

－57－

当年度償還高 償還高累計

公共下水道事業 平成14年 9月25日

公共下水道事業 平成15年 3月28日

公共下水道事業 平成15年 3月28日

公共下水道事業 平成15年 9月25日

公共下水道事業 平成16年 3月30日

公共下水道事業 平成16年 3月30日

公共下水道事業 平成16年 9月27日

公共下水道事業 平成17年 3月22日

公共下水道事業 平成17年 3月23日

公共下水道事業 平成17年 3月23日

公共下水道事業 平成18年 3月30日

公共下水道事業 平成18年 3月30日

公共下水道事業 平成18年 7月27日

公共下水道事業 平成18年 7月31日

公共下水道事業 平成19年 3月29日

公共下水道事業 平成19年 3月29日

公共下水道事業 平成19年 3月29日

公共下水道事業 平成20年 3月28日

公共下水道事業 平成20年 3月28日

公共下水道事業 平成20年11月25日

公共下水道事業 平成20年11月27日

公共下水道事業 平成21年 3月25日

公共下水道事業 平成21年 3月30日

公共下水道事業 平成22年 3月25日

公共下水道事業 平成23年 3月30日

公共下水道事業 平成24年 3月29日

公共下水道事業 平成25年 3月28日

公共下水道事業 平成26年 3月27日

公共下水道事業 平成26年 3月27日

公共下水道事業 平成26年 6月26日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

－ 56 －

％ 令和14年 9月 1日 財務省

％ 令和13年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和13年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和15年 9月 1日 財務省

％ 令和14年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和14年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和16年 9月 1日 財務省

％ 令和17年 3月 1日 財務省

％ 令和15年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和15年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和16年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和16年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和18年 3月25日 財務省

％ 令和18年 3月31日 日本郵政公社

％ 令和12年 9月30日 日本郵政公社

％ 令和13年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和13年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和14年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和14年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和13年 9月25日 財務省

％ 令和13年 9月20日 地方公営企業等金融機構

％ 令和14年 3月 1日 財務省

％ 令和14年 3月20日 地方公営企業等金融機構

％ 令和15年 3月 1日 財務省

％ 令和16年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和17年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和18年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和19年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和16年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和19年 3月20日 地方公共団体金融機構

未償還残高 利 率 償還終期 備考

－ 57 －



－58－

当年度償還高 償還高累計

公共下水道事業 平成27年 3月26日

公共下水道事業 平成27年 3月26日

公共下水道事業 平成27年 3月26日

公共下水道事業 平成27年 3月26日

公共下水道事業 平成28年3月25日

公共下水道事業 平成28年3月25日

公共下水道事業 平成29年3月23日

公共下水道事業 平成29年3月23日

公共下水道事業 平成30年3月26日

公共下水道事業 平成31年3月28日

公共下水道事業  令和 2年 3月25日

公共下水道事業  令和 2年 3月26日

公共下水道事業  令和 2年 3月26日

公共下水道事業  令和 2年 3月26日

公共下水道事業  令和 2年 3月26日

事業　　計 (103件）

（２）特定環境保全公共下水道事業

当年度償還高 償還高累計

特定環境保全
公共下水道事業

平成 5年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 5年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 5年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 5年 5月28日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 5年 5月28日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 6年 3月23日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 6年 3月23日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 6年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 6年 5月30日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

－ 58 －
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当年度償還高 償還高累計

公共下水道事業 平成27年 3月26日

公共下水道事業 平成27年 3月26日

公共下水道事業 平成27年 3月26日

公共下水道事業 平成27年 3月26日

公共下水道事業 平成28年3月25日

公共下水道事業 平成28年3月25日

公共下水道事業 平成29年3月23日

公共下水道事業 平成29年3月23日

公共下水道事業 平成30年3月26日

公共下水道事業 平成31年3月28日

公共下水道事業  令和 2年 3月25日

公共下水道事業  令和 2年 3月26日

公共下水道事業  令和 2年 3月26日

公共下水道事業  令和 2年 3月26日

公共下水道事業  令和 2年 3月26日

事業　　計 (103件）

（２）特定環境保全公共下水道事業

当年度償還高 償還高累計

特定環境保全
公共下水道事業

平成 5年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 5年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 5年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 5年 5月28日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 5年 5月28日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 6年 3月23日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 6年 3月23日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 6年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 6年 5月30日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

－ 58 －

％ 令和20年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和17年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和20年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和17年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和21年　3月25日 八十二銀行（利率見直し方式）

％ 令和18年　3月25日 長野県信用組合（利率見直し方式）

％ 令和22年　3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和19年　3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和23年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和23年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 起債前借 財務省

％ 令和22年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和22年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和25年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和25年 3月20日 地方公共団体金融機構

（単位：円）

％ 令和3年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和3年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和3年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和5年 3月25日 大蔵省

％ 令和5年 3月25日 大蔵省

％ 令和6年 3月 1日 大蔵省

％ 令和4年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和4年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和4年 3月20日 公営企業金融公庫

償還終期 備考未償還残高 利 率

未償還残高 利 率 償還終期 備考

－ 59 －



－60－

当年度償還高 償還高累計

特定環境保全
公共下水道事業

平成 6年10月28日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 6年10月31日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 6年11月15日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 7年 5月22日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 7年 5月22日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 7年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 7年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 7年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 7年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 7年 8月21日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 7年 9月25日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 7年 9月29日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 7年10月31日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 7年10月31日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 8年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 8年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 8年 5月16日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 8年 5月16日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 8年 5月16日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 8年 5月16日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 8年 5月27日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 8年 5月27日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 8年 7月31日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 9年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 9年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 9年 5月26日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 9年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 9年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 9年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 9年 5月30日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

－ 60 －
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当年度償還高 償還高累計

特定環境保全
公共下水道事業

平成 6年10月28日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 6年10月31日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 6年11月15日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 7年 5月22日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 7年 5月22日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 7年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 7年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 7年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 7年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 7年 8月21日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 7年 9月25日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 7年 9月29日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 7年10月31日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 7年10月31日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 8年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 8年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 8年 5月16日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 8年 5月16日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 8年 5月16日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 8年 5月16日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 8年 5月27日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 8年 5月27日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 8年 7月31日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 9年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 9年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 9年 5月26日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 9年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 9年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 9年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 9年 5月30日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

－ 60 －

％ 令和4年 9月20日 公営企業金融公庫

％ 令和6年 9月25日 大蔵省

％ 令和4年 9月20日 公営企業金融公庫

％ 令和5年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和5年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和5年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和5年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和5年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和5年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和5年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和7年 9月 1日 大蔵省

％ 令和5年 9月20日 公営企業金融公庫

％ 令和7年 9月25日 大蔵省

％ 令和7年 9月25日 大蔵省

％ 令和6年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和6年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和6年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和6年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和6年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和6年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和8年 3月25日 大蔵省

％ 令和8年 3月25日 大蔵省

％ 令和8年 3月25日 大蔵省

％ 令和7年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和7年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和9年 3月25日 大蔵省

％ 令和7年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和7年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和7年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和7年 3月20日 公営企業金融公庫

未償還残高 利 率 償還終期 備考

－ 61 －



－62－

当年度償還高 償還高累計

特定環境保全
公共下水道事業

平成 9年 7月31日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 9年 8月20日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 9年11月28日

特定環境保全
公共下水道事業

平成10年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成10年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成10年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成10年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業

平成10年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業

平成10年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業

平成10年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業

平成10年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業

平成10年 5月25日

特定環境保全
公共下水道事業

平成11年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成11年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成11年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業

平成11年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業

平成11年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業

平成11年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業

平成11年 5月25日

特定環境保全
公共下水道事業

平成11年 7月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成11年 7月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成11年10月29日

特定環境保全
公共下水道事業

平成12年 4月28日

特定環境保全
公共下水道事業

平成12年 4月28日

特定環境保全
公共下水道事業

平成12年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成12年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成12年 7月28日

特定環境保全
公共下水道事業

平成12年 8月31日

特定環境保全
公共下水道事業

平成12年10月31日

特定環境保全
公共下水道事業

平成13年 5月30日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

－ 62 －

－63－

当年度償還高 償還高累計

特定環境保全
公共下水道事業

平成 9年 7月31日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 9年 8月20日

特定環境保全
公共下水道事業

平成 9年11月28日

特定環境保全
公共下水道事業

平成10年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成10年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成10年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成10年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業

平成10年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業

平成10年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業

平成10年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業

平成10年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業

平成10年 5月25日

特定環境保全
公共下水道事業

平成11年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成11年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成11年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業

平成11年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業

平成11年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業

平成11年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業

平成11年 5月25日

特定環境保全
公共下水道事業

平成11年 7月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成11年 7月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成11年10月29日

特定環境保全
公共下水道事業

平成12年 4月28日

特定環境保全
公共下水道事業

平成12年 4月28日

特定環境保全
公共下水道事業

平成12年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成12年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成12年 7月28日

特定環境保全
公共下水道事業

平成12年 8月31日

特定環境保全
公共下水道事業

平成12年10月31日

特定環境保全
公共下水道事業

平成13年 5月30日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

－ 62 －

％ 令和9年 3月25日 大蔵省

％ 令和7年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和9年 9月25日 大蔵省

％ 令和10年 3月25日 大蔵省

％ 令和8年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和8年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和8年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和8年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和10年 3月25日 大蔵省

％ 令和8年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和8年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和10年 3月25日 大蔵省

％ 令和9年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和9年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和9年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和9年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和9年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和9年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和11年 3月25日 大蔵省

％ 令和9年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和11年 3月25日 大蔵省

％ 令和11年 9月25日 大蔵省

％ 令和10年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和10年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和10年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和10年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和10年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和12年 3月25日 財務省

％ 令和12年 9月25日 財務省

％ 令和11年 3月20日 公営企業金融公庫

未償還残高 利 率 償還終期 備考

－ 63 －



－64－

当年度償還高 償還高累計

特定環境保全
公共下水道事業

平成13年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成13年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成13年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成13年 8月28日

特定環境保全
公共下水道事業

平成13年 8月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成13年10月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成14年 5月10日

特定環境保全
公共下水道事業

平成14年 5月10日

特定環境保全
公共下水道事業

平成14年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成14年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成14年 8月28日

特定環境保全
公共下水道事業

平成14年 8月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成14年10月29日

特定環境保全
公共下水道事業

平成15年 5月 9日

特定環境保全
公共下水道事業

平成15年 5月 9日

特定環境保全
公共下水道事業

平成15年 5月26日

特定環境保全
公共下水道事業

平成15年 5月29日

特定環境保全
公共下水道事業

平成15年11月28日

特定環境保全
公共下水道事業

平成16年 5月 7日

特定環境保全
公共下水道事業

平成16年 5月 7日

特定環境保全
公共下水道事業

平成16年 5月28日

特定環境保全
公共下水道事業

平成16年10月29日

特定環境保全
公共下水道事業

平成17年 1月31日

特定環境保全
公共下水道事業

平成17年 3月23日

特定環境保全
公共下水道事業

平成17年 3月23日

特定環境保全
公共下水道事業

平成17年 3月25日

特定環境保全
公共下水道事業

平成17年 3月25日

特定環境保全
公共下水道事業

平成17年 3月25日

特定環境保全
公共下水道事業

平成17年 3月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成17年 3月30日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

－ 64 －

－65－

当年度償還高 償還高累計

特定環境保全
公共下水道事業

平成13年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成13年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成13年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成13年 8月28日

特定環境保全
公共下水道事業

平成13年 8月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成13年10月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成14年 5月10日

特定環境保全
公共下水道事業

平成14年 5月10日

特定環境保全
公共下水道事業

平成14年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成14年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成14年 8月28日

特定環境保全
公共下水道事業

平成14年 8月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成14年10月29日

特定環境保全
公共下水道事業

平成15年 5月 9日

特定環境保全
公共下水道事業

平成15年 5月 9日

特定環境保全
公共下水道事業

平成15年 5月26日

特定環境保全
公共下水道事業

平成15年 5月29日

特定環境保全
公共下水道事業

平成15年11月28日

特定環境保全
公共下水道事業

平成16年 5月 7日

特定環境保全
公共下水道事業

平成16年 5月 7日

特定環境保全
公共下水道事業

平成16年 5月28日

特定環境保全
公共下水道事業

平成16年10月29日

特定環境保全
公共下水道事業

平成17年 1月31日

特定環境保全
公共下水道事業

平成17年 3月23日

特定環境保全
公共下水道事業

平成17年 3月23日

特定環境保全
公共下水道事業

平成17年 3月25日

特定環境保全
公共下水道事業

平成17年 3月25日

特定環境保全
公共下水道事業

平成17年 3月25日

特定環境保全
公共下水道事業

平成17年 3月30日

特定環境保全
公共下水道事業

平成17年 3月30日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

－ 64 －

％ 令和11年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和11年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和11年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和13年 3月25日 財務省

％ 令和11年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和13年 9月25日 財務省

％ 令和12年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和12年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和12年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和12年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和14年 3月25日 財務省

％ 令和12年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和14年 9月25日 財務省

％ 令和13年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和13年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和15年 3月25日 財務省

％ 令和13年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和15年 9月25日 財務省

％ 令和14年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和14年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和14年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和16年 9月25日 財務省

％ 令和16年 9月25日 財務省

％ 令和15年 3月22日 公営企業金融公庫

％ 令和15年 3月22日 公営企業金融公庫

％ 令和17年 3月 1日 財務省

％ 令和17年 3月 1日 財務省

％ 令和17年 3月 1日 財務省

％ 令和15年 3月22日 公営企業金融公庫

％ 令和15年 3月22日 公営企業金融公庫

償還終期 備考未償還残高 利 率

－ 65 －



－66－

当年度償還高 償還高累計

特定環境保全
公共下水道事業

平成18年 5月16日

特定環境保全
公共下水道事業

平成18年 5月16日

特定環境保全
公共下水道事業

平成19年 4月24日

特定環境保全
公共下水道事業

平成19年 4月27日

特定環境保全
公共下水道事業

平成19年 4月27日

特定環境保全
公共下水道事業

平成25年 3月28日

特定環境保全
公共下水道事業

平成28年 3月25日

特定環境保全
公共下水道事業 平成30年3月26日

特定環境保全
公共下水道事業 平成30年3月26日

特定環境保全
公共下水道事業

平成30年10月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成31年3月28日

特定環境保全
公共下水道事業

 令和 2年 3月25日

特定環境保全
公共下水道事業

 令和 2年 3月26日

特定環境保全
公共下水道事業

 令和 2年 3月26日

事業　　計 （113件）

（３）農業集落排水事業

当年度償還高 償還高累計

農業集落排水事業 平成 8年 4月30日

農業集落排水事業 平成 8年 4月30日

農業集落排水事業 平成 8年 7月31日

農業集落排水事業 平成 9年 4月30日

農業集落排水事業 平成 9年 4月30日

農業集落排水事業 平成 9年 5月23日

農業集落排水事業 平成 9年11月28日

農業集落排水事業 平成10年 1月30日

農業集落排水事業 平成10年 4月30日

農業集落排水事業 平成10年 4月30日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

－ 66 －

－67－

当年度償還高 償還高累計

特定環境保全
公共下水道事業

平成18年 5月16日

特定環境保全
公共下水道事業

平成18年 5月16日

特定環境保全
公共下水道事業

平成19年 4月24日

特定環境保全
公共下水道事業

平成19年 4月27日

特定環境保全
公共下水道事業

平成19年 4月27日

特定環境保全
公共下水道事業

平成25年 3月28日

特定環境保全
公共下水道事業

平成28年 3月25日

特定環境保全
公共下水道事業 平成30年3月26日

特定環境保全
公共下水道事業 平成30年3月26日

特定環境保全
公共下水道事業

平成30年10月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成31年3月28日

特定環境保全
公共下水道事業

 令和 2年 3月25日

特定環境保全
公共下水道事業

 令和 2年 3月26日

特定環境保全
公共下水道事業

 令和 2年 3月26日

事業　　計 （113件）

（３）農業集落排水事業

当年度償還高 償還高累計

農業集落排水事業 平成 8年 4月30日

農業集落排水事業 平成 8年 4月30日

農業集落排水事業 平成 8年 7月31日

農業集落排水事業 平成 9年 4月30日

農業集落排水事業 平成 9年 4月30日

農業集落排水事業 平成 9年 5月23日

農業集落排水事業 平成 9年11月28日

農業集落排水事業 平成10年 1月30日

農業集落排水事業 平成10年 4月30日

農業集落排水事業 平成10年 4月30日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

－ 66 －

％ 令和16年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和16年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和13年 3月25日 財務省

％ 令和13年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和13年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和15年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和18年 3月25日 長野県信用組合（利率見直し方式）

％ 令和20年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和23年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和20年 9月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和21年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 起債前借 財務省

％ 令和22年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和22年 3月20日 地方公共団体金融機構

（単位：円）

％ 令和6年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和6年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和8年 3月25日 大蔵省

％ 令和7年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和7年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和7年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和9年 9月25日 大蔵省

％ 令和9年 9月25日 大蔵省

％ 令和10年 3月25日 大蔵省

％ 令和8年 3月20日 公営企業金融公庫

未償還残高 利 率 償還終期 備考

未償還残高 利 率 償還終期 備考

－ 67 －



－67－

当年度償還高 償還高累計

特定環境保全
公共下水道事業

平成18年 5月16日

特定環境保全
公共下水道事業

平成18年 5月16日

特定環境保全
公共下水道事業

平成19年 4月24日

特定環境保全
公共下水道事業

平成19年 4月27日

特定環境保全
公共下水道事業

平成19年 4月27日

特定環境保全
公共下水道事業

平成25年 3月28日

特定環境保全
公共下水道事業

平成28年 3月25日

特定環境保全
公共下水道事業 平成30年3月26日

特定環境保全
公共下水道事業 平成30年3月26日

特定環境保全
公共下水道事業

平成30年10月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成31年3月28日

特定環境保全
公共下水道事業

 令和 2年 3月25日

特定環境保全
公共下水道事業

 令和 2年 3月26日

特定環境保全
公共下水道事業

 令和 2年 3月26日

事業　　計 （113件）

（３）農業集落排水事業

当年度償還高 償還高累計

農業集落排水事業 平成 8年 4月30日

農業集落排水事業 平成 8年 4月30日

農業集落排水事業 平成 8年 7月31日

農業集落排水事業 平成 9年 4月30日

農業集落排水事業 平成 9年 4月30日

農業集落排水事業 平成 9年 5月23日

農業集落排水事業 平成 9年11月28日

農業集落排水事業 平成10年 1月30日

農業集落排水事業 平成10年 4月30日

農業集落排水事業 平成10年 4月30日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

－ 66 －

％ 令和16年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和16年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和13年 3月25日 財務省

％ 令和13年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和13年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和15年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和18年 3月25日 長野県信用組合（利率見直し方式）

％ 令和20年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和23年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和20年 9月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和21年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 起債前借 財務省

％ 令和22年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和22年 3月20日 地方公共団体金融機構

（単位：円）

％ 令和6年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和6年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和8年 3月25日 大蔵省

％ 令和7年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和7年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和7年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和9年 9月25日 大蔵省

％ 令和9年 9月25日 大蔵省

％ 令和10年 3月25日 大蔵省

％ 令和8年 3月20日 公営企業金融公庫

未償還残高 利 率 償還終期 備考

未償還残高 利 率 償還終期 備考

－ 67 －

－68－

当年度償還高 償還高累計

農業集落排水事業 平成10年 4月30日

農業集落排水事業 平成11年 4月30日

農業集落排水事業 平成11年 4月30日

農業集落排水事業 平成11年 5月20日

農業集落排水事業 平成11年 5月25日

農業集落排水事業 平成11年10月29日

農業集落排水事業 平成11年12月24日

農業集落排水事業 平成12年 4月28日

農業集落排水事業 平成12年 4月28日

農業集落排水事業 平成12年 4月28日

農業集落排水事業 平成12年 5月19日

農業集落排水事業 平成12年 5月26日

農業集落排水事業 平成13年 5月 8日

農業集落排水事業 平成13年 5月21日

農業集落排水事業 平成13年 5月25日

農業集落排水事業 平成13年 5月30日

農業集落排水事業 平成13年 5月30日

農業集落排水事業 平成14年 5月10日

農業集落排水事業 平成14年 5月10日

農業集落排水事業 平成14年 5月20日

農業集落排水事業 平成14年 5月20日

農業集落排水事業 平成14年 5月27日

農業集落排水事業 平成15年 5月20日

農業集落排水事業 平成15年 5月26日

農業集落排水事業 平成16年 5月20日

農業集落排水事業 平成16年 5月27日

農業集落排水事業 平成17年 3月22日

農業集落排水事業 平成17年 3月23日

農業集落排水事業 平成18年 5月16日

農業集落排水事業 平成18年 5月26日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

－ 68 －

－69－

当年度償還高 償還高累計

農業集落排水事業 平成10年 4月30日

農業集落排水事業 平成11年 4月30日

農業集落排水事業 平成11年 4月30日

農業集落排水事業 平成11年 5月20日

農業集落排水事業 平成11年 5月25日

農業集落排水事業 平成11年10月29日

農業集落排水事業 平成11年12月24日

農業集落排水事業 平成12年 4月28日

農業集落排水事業 平成12年 4月28日

農業集落排水事業 平成12年 4月28日

農業集落排水事業 平成12年 5月19日

農業集落排水事業 平成12年 5月26日

農業集落排水事業 平成13年 5月 8日

農業集落排水事業 平成13年 5月21日

農業集落排水事業 平成13年 5月25日

農業集落排水事業 平成13年 5月30日

農業集落排水事業 平成13年 5月30日

農業集落排水事業 平成14年 5月10日

農業集落排水事業 平成14年 5月10日

農業集落排水事業 平成14年 5月20日

農業集落排水事業 平成14年 5月20日

農業集落排水事業 平成14年 5月27日

農業集落排水事業 平成15年 5月20日

農業集落排水事業 平成15年 5月26日

農業集落排水事業 平成16年 5月20日

農業集落排水事業 平成16年 5月27日

農業集落排水事業 平成17年 3月22日

農業集落排水事業 平成17年 3月23日

農業集落排水事業 平成18年 5月16日

農業集落排水事業 平成18年 5月26日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

－ 68 －

％ 令和8年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和9年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和9年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和9年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和11年 9月25日 大蔵省

％ 令和11年 9月25日 大蔵省

％ 令和11年 9月25日 大蔵省

％ 令和12年 3月25日 財務省

％ 令和10年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和10年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和10年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和12年 3月25日 財務省

％ 令和11年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和13年 3月25日 財務省

％ 令和13年 3月25日 財務省

％ 令和11年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和11年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和12年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和12年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和14年 3月25日 財務省

％ 令和12年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和14年 3月25日 財務省

％ 令和13年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和15年 3月25日 財務省

％ 令和14年 3月22日 公営企業金融公庫

％ 令和16年 3月27日 財務省

％ 令和17年 3月 1日 財務省

％ 令和15年 3月22日 公営企業金融公庫

％ 令和16年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和18年 3月25日 財務省

未償還残高 利 率 償還終期 備考

－ 69 －



－70－

当年度償還高 償還高累計

農業集落排水事業 平成20年 9月22日

農業集落排水事業 平成21年 3月25日

農業集落排水事業 平成21年 3月25日

農業集落排水事業 平成22年 3月25日

農業集落排水事業  令和 2年 3月25日

農業集落排水事業  令和 2年 3月26日

事業　　計 (46件）

（４）小規模集合排水処理事業

当年度償還高 償還高累計

小規模集合排水
処理事業

平成 9年 4月30日

小規模集合排水
処理事業

平成10年 4月30日

小規模集合排水
処理事業

平成11年 4月30日

事業　　計 (3件）

会計全体

合　　　計 （265件）

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

－ 70 －

－71－

当年度償還高 償還高累計

農業集落排水事業 平成20年 9月22日

農業集落排水事業 平成21年 3月25日

農業集落排水事業 平成21年 3月25日

農業集落排水事業 平成22年 3月25日

農業集落排水事業  令和 2年 3月25日

農業集落排水事業  令和 2年 3月26日

事業　　計 (46件）

（４）小規模集合排水処理事業

当年度償還高 償還高累計

小規模集合排水
処理事業

平成 9年 4月30日

小規模集合排水
処理事業

平成10年 4月30日

小規模集合排水
処理事業

平成11年 4月30日

事業　　計 (3件）

会計全体

合　　　計 （265件）

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

－ 70 －

％ 令和1年 9月20日
長野銀行（利率見直し方式）
Ｈ30.9.21から1.473％→0.2％

％ 令和2年 3月25日 長野県信用組合

％ 令和3年 3月25日 長野県信用組合

％ 令和4年 3月25日 長野県信用組合

％ 起債前借 財務省

％ 令和22年 3月20日 地方公共団体金融機構

（単位：円）

％ 令和9年 3月25日 大蔵省

％ 令和10年 3月25日 大蔵省

％ 令和11年 3月25日 大蔵省

（単位：円）

償還終期 備考未償還残高 利 率

償還終期 備考未償還残高 利 率

－ 71 －



－71－

当年度償還高 償還高累計

農業集落排水事業 平成20年 9月22日

農業集落排水事業 平成21年 3月25日

農業集落排水事業 平成21年 3月25日

農業集落排水事業 平成22年 3月25日

農業集落排水事業  令和 2年 3月25日

農業集落排水事業  令和 2年 3月26日

事業　　計 (46件）

（４）小規模集合排水処理事業

当年度償還高 償還高累計

小規模集合排水
処理事業

平成 9年 4月30日

小規模集合排水
処理事業

平成10年 4月30日

小規模集合排水
処理事業

平成11年 4月30日

事業　　計 (3件）

会計全体

合　　　計 （265件）

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

－ 70 －

％ 令和1年 9月20日
長野銀行（利率見直し方式）
Ｈ30.9.21から1.473％→0.2％

％ 令和2年 3月25日 長野県信用組合

％ 令和3年 3月25日 長野県信用組合

％ 令和4年 3月25日 長野県信用組合

％ 起債前借 財務省

％ 令和22年 3月20日 地方公共団体金融機構

（単位：円）

％ 令和9年 3月25日 大蔵省

％ 令和10年 3月25日 大蔵省

％ 令和11年 3月25日 大蔵省

（単位：円）

償還終期 備考未償還残高 利 率

償還終期 備考未償還残高 利 率

－ 71 －


